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平成26年

①外国人が、生活に必要な日本語能力を習得し、円滑な意思疎
通が図れるよう支援することで、社会包摂につながる
②日本人が、日本語教育の活動に参加することを通じ、多様な文
化への理解が深まり、共生社会の実現につながる
③日本語教室は、外国人にとって、日本語のみならず地域での生
活を知るとともに学習できる場でもあり、地域社会との接点として
セーフティーネットとして機能する

国内に居住する外国人の日常生活に必要とされる日本
語能力が向上し、円滑な社会生活が送ることができるよ
うになること。
（令和３年度より日本語を学習した外国人に対してア
ンケートを実施し、社会生活の変化を測定予定）

外国人材の受入れ・共生のための
地域日本語教育推進事業

①新しい在留資格の創設等の国の施策によって、我が国の在留外国人数は増加傾向であり、日本語教育の重要
性が高まっている。
②平成30年より外国人材の受入れ環境の充実のための「外国人材の受け入れ・共生のための総合的対応策」
（令和3年改訂）が推進されるとともに、令和元年には「日本語教育の推進に関する法律」が公布・施行、令和2
年には「日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための基本方針」が閣議決定された。
③同法において、地方公共団体は、地域の状況に応じた施策を策定・実施することが責務と初めて位置付けられ、
関係機関との連携強化や必要な体制の整備に努めることとされており、その推進の重要性が高まっている。
④日本語教師の資格に関する調査研究協力者会議において、日本語教育機関における日本語教育の水準の
維持向上を図るための仕組みの方向性が示された。
⑤文化審議会国語分科会において、日本語の習得段階に応じて求められる日本語教育の内容・方法に関
する共通の指標となる「日本語教育の参照枠」を令和3年度末にとりまとめる予定である。

背景・課題

１．地域日本語教育の総合的な体制づくり推進【補助事業者：都道府県・政令指定都市、補助率1/2】
≪令和3年度採択実績≫件数：42件（継続34件、新規8件）

⚫ 地域全体の日本語教育を総括する「総括コーディネーター」、地域内の日本語教室への指導・助言を行う「地域
日本語教育コーディネーター」、日本語教育推進施策の協議を行う「総合調整会議」の設置等の広域での総合的
な体制づくり

⚫ 日本語教育機関、企業等の関係機関と連携し、日本語教師を活用した先導的な日本語教育の実施
⚫ 外国人が地域社会に参画して活躍する共生社会を実現していくため、 「日本語教育の参照枠」を活用し、
学習者の更なる日本語能力の向上を図る先導的な日本語教育

●市町村が都道府県をはじめとする関係機関と連携して行う日本語教育、日本語教育の重要性の理解を促進する
住民向けセミナー等の広報活動等への支援 ※市町村へは県事業の中で間接補助（令和3年度より特別交付税措置）

【件数・単価】40箇所→47箇所
1,150万円→1,200万円程度（市町村への支援 各県4件→5件）を想定

【事業期間】令和元年度～

２．総合的な体制づくりの優良事例等の普及、連携強化【委託】
⚫ 都道府県・政令指定都市日本語教育担当者連絡会議等の開催

①地域日本語教育の環境を強化するため、総括
コーディネーターの配置や総合調整会議の設置等
を通じた日本語教育の促進
②本事業の優良事例等の普及と連携強化の
促進（情報交換の機会の提供）

アウトプット（活動目標） アウトカム（成果目標） インパクト（国民・社会への影響）

出入国在留管理庁「在留外国人統計」（各年末現在）

令和4年度要求・要望額 604百円

（前年度予算額 500百円）

〈連携・協力〉

地域日本語教育の環境強化のための総合的な体制づくり

（人）

都道府県
政令指定都市
（国際交流協会）

総括コーディネーター

総合調整会議

地域日本語教育コーディネーター
（※担当地域を設定）

地域の
日本語
教室

日本語教育機関、企業等の関係機関・団体等

事業内容

・・・

・・・

在留外国人の推移

地域の
日本語
教室

地域の
日本語
教室



令和３年度 地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業 採択団体所在地

★：地域国際化協会が応募 下線付：新規応募団体

合計42団体

・岩手県
・茨城県
・栃木県
・群馬県
・埼玉県
・千葉県
・神奈川県
・石川県
・山梨県
・長野県
・岐阜県
・静岡県
・愛知県
・三重県
・滋賀県

・京都府
・大阪府
・兵庫県
★
・奈良県
・和歌山
県
・島根県
・広島県
・山口県
・徳島県
・福岡県
・佐賀県
・長崎県
・大分県
・宮崎県
・沖縄県
★

都道府県
（30団体）

・仙台市★
・千葉市
・横浜市
・静岡市★
・浜松市
・名古屋市
・京都市★
・大阪市
・神戸市
・広島市
・北九州市★
・熊本市

政令指定都市
（12団体）

【参考】
令和２年度 実施団体

35団体
令和元年度 実施団体

17団体



〈連携・協力〉

地域日本語教育の環境強化のための総合的な体制づくり

都道府県
政令指定都市

（地域国際化協会）

総括コーディネーター

総合調整会議

地域日本語教育コーディネーター
（※担当地域を設定）

地域の
日本語
教室

日本語教育機関、企業等の関係機関・団体等

・・・

・・・

地域の
日本語
教室

地域の
日本語
教室



千葉 月香さん

愛知県多文化共生推進室

（あいち地域日本語教育推進センター）



矢野 花織さん

公益財団法人北九州国際交流協会


